
科学技術イノベーションを実現する
計画の立案能力

産業技術ユニット



関連する新科学技術； 【鉱業】資源新探索技術 【合成樹脂、ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ製品関連、窯業・土石製品、鉄鋼、非鉄金属、金属製品】新機能（磁性、

導電性など）発現化技術、材料の劣化機構・振動特性の解明、生分解性材料科学、高純度化技術と微量添加元素の機能発現における役割解
明、微細構造観察技術と微細構造制御のためのダイナミクス解明、マルチスケールシミュレーション技術 【一般機械】ナノ構造制御による放熱
技術、極限環境下での機械的特性安定化技術、ネットワークアーキテクチャ技術 【再生資源回収・加工処理】合金構成元素の物理的・化学的

分離技術

資源の循環利用資源の循環利用希薄資源と難可採地域にある資源の回収量の拡大希薄資源と難可採地域にある資源の回収量の拡大

産業技術ユニット

資源開発産業の科学技術イノベーションのための研究開発の推進指針

アンブレラ
産業の目的

◆産業の基盤技術における日本の国際競争力の強さ 強い 強くない 今後グローバルに産業の基盤として構築していく必要がある

長期

工業製品生産のための
再資源化・新資源創造

中期

耐高圧・耐低温・耐高温・耐乾燥に長期間
運転できるプラントの部品・材料の開発、防
水・防ガス・耐落盤などに対する安全確保
技術、掘削技術開発

脂肪・芳香族ﾊﾞｲｵﾌｧｲﾅﾘｰの技術開
発、ﾊﾞｲｵﾏｽ・CO2・二次製品等から有
用化学物質の生成技術、CO2の分

離・回収技術開発、ｽｸﾗｯﾌﾟ鋼の高級
鋼への転換技術、ﾘｸﾞﾆﾝ分解の酵素・
微生物の開発

金属（V, U,Ti, Co, Mo, Mg等) 
の回収技術開発

ﾊﾞｲｵﾏｽ・CO2・二次製品等から有用

化学物質の生成のための触媒開発

低濃度鉱石からの
有意元素の回収システム

極限環境地域（深海、極寒、砂漠）の
工業資源開発システム

海水からの
有意元素の回収システム

産業における長・中期計画の範囲

高回収率を実現するための、
還元細菌・酸化微生物など
を用いたバイオリーチング
技術開発



長期

超長期
ﾃﾞｨﾍﾟﾝﾀﾞﾌﾞﾙｱｰｷﾃｸﾁｬ技術開発、ﾃﾞｨﾍﾟﾝﾀﾞﾌﾞﾙｿﾌﾄ
ｳｪｱ開発、ﾃﾞｨﾍﾟﾝﾀﾞﾌﾞﾙﾃﾞﾊﾞｲｽ開発、人の危機管
理能力の応用技術開発

ｾﾝｻｰﾈｯﾄﾜｰｸ技術開発、ｾﾝｻｰとｱｸﾁｭｴｰﾀｰの小
型化・低消費電力化技術の開発

小型・低消費電力デバイス技術開発、高精
細・大画面の三次元ディスプレイ技術開発、
ウェアラブルデバイス技術開発、高分子材
料の長寿命化技術開発、構成材料のウェザ
リングの機構解明および抑制技術の開発

ネットワークアーキテクチャ技術開発

場所と時間を選ばない
コミュニケーションシステム

総合情報処理システム
（医療、社会インフラ、輸送機械、基幹産業など）

画像認識技術開発、音声・言語認識・合
成技術開発、ｺﾝﾃｸｽﾄ理解技術開発、人
の危機管理能力の応用技術開発

人が発する情報を処理・理解・
表現・伝達するシステム

ユーザーインターフェースとしてのセン
サ技術とアクチュエータ技術の開発

ﾏﾙﾁｺｱのﾏｲｸﾛﾌﾟﾛｾｯｻ技術開発

人の危機管理能力の応用技術開発、画像認識技術開発

人の高度な判断を支援・代行できるシステム

ユーザーインターフェースとしてのセンサ技術とアクチュエータ技術の開発

情報通信産業の科学技術イノベーションのための研究開発の推進指針

産業技術ユニット

使っていることを感じさせずどこにでも遍在し利用できる
コミュニケーションシステム (PUC: Pervasive Ubiquitous Communication)*

使っていることを感じさせずどこにでも遍在し利用できる
コミュニケーションシステム (PUC: Pervasive Ubiquitous Communication)*

安全安心な社会を実現する
情報通信システム

安全安心な社会を実現する
情報通信システム

*原丈人，「21世紀の国富論」，平凡社(2007) 

大規模システムの信頼性向上のための自己適応システム

アンブレラ
産業の目的

システム課題

◆産業の基盤技術における日本の国際競争力の強さ 強い 強くない 今後グローバルに産業の基盤として構築していく必要がある

産業における長・中期計画の範囲

棲み分け・協働化による周波数帯の有効利用システム

関連する新科学技術； 【合成樹脂、ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ製品関連、窯業・土石製品、鉄鋼、非鉄金属、金属製品】新機能（磁性、導電性など）発現化技術、材料の劣化機構の解明、

高純度化技術と微量添加元素の機能発現における役割解明、微細構造観察技術と微細構造制御のためのﾀﾞｲﾅﾐｸｽ解明、導電性材料の透明化機構解明 【電子・電
気機器、電子計算機・同付属装置、通信機械関連】ｾﾏﾝﾃｨｸｽ、自然言語処理技術、人間の情報処理機構の解明、ﾅﾚｯｼﾞﾏﾈｰｼﾞﾒﾝﾄ技術、ﾃﾞｨﾍﾟﾝﾀﾞﾋﾞﾘﾃｨ技術、低消費電
力化技術、周波数有効利用技術 【半導体素子・集積回路、電子部品、電子応用装置、電気計測器関連】有機電子材料開発、強相関電子材料開発、ｽﾋﾟﾝﾄﾛﾆｸｽ、量
子効果素子化技術、ﾌﾟﾗｽﾞﾓﾆｸｽ、MEMS・NEMS加工技術、低消費電力化技術、ﾅﾉ構造制御による放熱技術 【精密機械】ﾈｯﾄﾜｰｸｾｷｭﾘﾃｨ技術 【通信・放送関連】ﾈｯﾄ

ﾜｰｸｱｰｷﾃｸﾁｬ、ﾈｯﾄﾜｰｸｾｷｭﾘﾃｨ技術、ﾃﾞｨﾍﾟﾝﾀﾞﾋﾞﾘﾃｨ技術、周波数有効利用技術 【調査・情報サービス関連】大規模情報処理技術、ｾﾏﾝﾃｨｸｽ、自然言語処理技術、人
間の情報処理機構の解明、ﾅﾚｯｼﾞﾏﾈｰｼﾞﾒﾝﾄ技術、ﾃﾞｨﾍﾟﾝﾀﾞﾋﾞﾘﾃｨ技術、 【システム課題】大規模情報処理、ﾅﾚｯｼﾞﾏﾈｰｼﾞﾒﾝﾄ技術



輸送産業の科学技術イノベーションのための研究開発の推進指針

アンブレラ
産業の目的

システム課題

低環境負荷
海上輸送

低環境負荷
海上輸送

長期

超長期

低環境負荷輸送の
全体最適化

低環境負荷輸送の
全体最適化

電気自動車（新型電池） 自動運転モビリティで構成する
交通システム

中期

低環境負荷交通システム
（ｺﾝﾊﾟｸﾄｼﾃｨ、ｺﾝﾊﾟｸﾄﾀｳﾝに対応）

ｼｰﾑﾚｽﾓﾋﾞﾘﾃｨｼｽﾃﾑ

電気航空機

低環境負荷船舶

燃料電池自動車

スーパーエコ航空機

白金ﾚｽ燃料電池の新規触媒の開発、磁
性元素の存在形態および微細構造制御
による高出力ﾓｰﾀｰの開発

ハイパワーかつ長寿命な新型電池の開発、
充放電時の電極での元素の存在状態の
解明および電解質でのｲｵﾝの移動機構の
解明とそれらの計測技術の確立

ナノ炭素繊維複合材料開発、高分子材料
の長寿命化技術開発、ナノレベル表面制
御による境界層制御低抵抗化設計

関連する新科学技術； 【合成樹脂、ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ製品関連、窯業・土石製品、鉄鋼、非鉄金属、金属製品】材料の水素脆化機構の解明、新機能（磁性、導電性など）発現化技術、材料の劣化
機構の解明、高純度化技術と微量添加元素の機能発現における役割解明、微細構造観察技術と微細構造制御のためのﾀﾞｲﾅﾐｸｽ解明、導電性材料の透明化機構解明 【石油製品・石
炭製品】材料の水素脆化機構の解明 【電子計算機・同付属装置、半導体素子・集積回路、電子部品】人間の情報処理機構の解明、ﾃﾞｨﾍﾟﾝﾀﾞﾋﾞﾘﾃｨ技術、ﾈｯﾄﾜｰｸｱｰｷﾃｸﾁｬ 【乗用車、そ
の他の輸送機械、運輸】人間の情報処理機構の解明、ﾃﾞｨﾍﾟﾝﾀﾞﾋﾞﾘﾃｨ技術、大規模情報処理技術、ﾈｯﾄﾜｰｸｱｰｷﾃｸﾁｬ、超高速ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ技術 【精密機械】ﾈｯﾄﾜｰｸｱｰｷﾃｸﾁｬ 【調査・情
報サービス関連】大規模情報処理技術、人間の情報処理機構の解明、ﾅﾚｯｼﾞﾏﾈｰｼﾞﾒﾝﾄ技術、ﾃﾞｨﾍﾟﾝﾀﾞﾋﾞﾘﾃｨ技術、 【システム課題】大規模情報処理、ﾅﾚｯｼﾞﾏﾈｰｼﾞﾒﾝﾄ技術

人間の危機管理能力の理解に基づくﾘｱﾙﾀ
ｲﾑ画像処理技術やﾘｱﾙﾀｲﾑ画像・音声認
識技術の開発

電子制御系のﾃﾞｨﾍﾟﾝﾀﾞﾌﾞﾙ･ｼｽﾃﾑ技術開発

水素貯蔵・輸送機器材料の劣化の発生位
置を非破壊検知する技術の開発、水素貯
蔵・輸送機器の劣化・損傷の計測・診断の
ためのｾﾝｻｰ開発およびｾﾝｻｰﾈｯﾄﾜｰｸ技
術開発

低環境負荷
航空輸送

低環境負荷
航空輸送

低環境負荷
陸上輸送

低環境負荷
陸上輸送

都市設計と棲み分け・協同化によるシームレスモビリティシステム

大規模・広範囲における自動車間の
情報通信処理ｼｽﾃﾑ

水素生産･輸送システムとの連携

◆産業の基盤技術における日本の国際競争力の強さ 強い 強くない 今後グローバルに産業の基盤として構築していく必要がある

産業における長・中期計画の範囲

人間の危機管理能力を組み込んだ
ﾘｱﾙﾀｲﾑｾﾝｻｰｼｽﾃﾑ構築による耐故障ｼｽﾃﾑ

非食料ﾊﾞｲｵ燃料製造技術開発

電子制御系のﾃﾞｨﾍﾟﾝﾀﾞﾌﾞﾙ･ｼｽﾃﾑの構築
水素貯蔵・輸送機器材料の
劣化の発生位置を非破壊
検知する技術の開発

ナノ炭素繊維複合材料開
発

ナノ炭素繊維複合材料開発、複合材料の界
面制御技術開発、高分子材料の長寿命化技
術開発

電子制御系のﾃﾞｨﾍﾟﾝﾀﾞﾌﾞﾙ･ｼｽﾃﾑ技術開発

産業技術ユニット



「CRDSアンブレラ産業」一覧（１）

*原丈人，「21世紀の国富論」，平凡社(2007) 

中期 長期 超長期

核融合発電システム New

高温ガス炉発電システム Replace

高速増殖炉 Replace

次世代軽水炉発電システム Incremental

太陽エネルギー利用システム Incremental

重質油改質システム New

排熱利用システム New

石炭からの水素生産システム New

移動通信機器用エネルギーシステム（新型発電・
電池）

Replace

家庭用エネルギーシステム（新型発電・電池、太
陽電池、燃料電池、マイクロガスタービン）

Replace

オフィス用エネルギーシステム（新型発電・電池、
太陽電池、燃料電池）

Replace

極限環境地域（深海、極寒、砂漠）の工業資源開
発システム

New

低濃度鉱石からの有意元素の回収システム New

海水からの有意元素の回収システム New

資源の循環利用 工業製品生産のための再資源化・新資源創造 Incremental

環境産業（環境負荷低減） CO2固定化 CO２固定化貯留システム New

人の高度な判断を支援・代行できるシステム Incremental

人が発する情報を処理・理解・表現・伝達するシ
ステム

Incremental

場所と時間を選ばないコミュニケーションシステム Incremental

安全安心な社会を実現する
情報通信システム

総合情報処理システム（医療、社会インフラ、輸
送機械、基幹産業など）

Incremental

エネルギー産業
（低炭素エネルギー社会

創造）

温暖化ガス排出量削減
のための原子力エネル

ギー利用発電

基幹エネルギー生産シ
ステムの多様化

情報通信産業
（人を中心とした情報通

信）

使っていることを感じさ
せずどこにでも遍在し利

用できるコミュニケー
ション（PUC）システム*

産業分類

資源開発産業
（新工業資源創造）

希薄資源と難可採地域
にある資源の回収量の

拡大

分散エネルギー源の多
様化

MGUP
経済効果アンブレラ産業アンブレラ産業の目的

産業技術ユニット



「CRDSアンブレラ産業」一覧（2）

*原丈人，「21世紀の国富論」，平凡社(2007) 

低環境負荷海上輸送 低環境負荷船舶 Incremental

電気航空機 Replace

スーパーエコ航空機 Incremental

電気自動車（新型電池） Replace

燃料電池自動車 Replace

自動運転モビリティで構成する交通システム New

低環境負荷交通システム（コンパクトシティ、コン
パクトタウンに対応）

Incremental

シームレスモビリティシステム（公共交通機関と個
人移動手段の共存）

Incremental

需要に即応し、多様な作物を安定的に生産できる
植物工場

New

植物の育種、生育環境の制御による露地での安
定生産システム

New

水産食料資源の陸上施設での安定生産システム New

時間・空間を超えた診断・治療・リハビリシステム New

パーベイシブモニタリングによる最適な生活スタイ
ル提示システム

New

経年劣化および地震による人命・経済活動への
被害の最小化システム

New

地震被害の軽減および即時復旧が可能な建造物 New

経年劣化を検知および制御できる建造物 New

教育産業（持続的な生産活動
を支える人材育成）

国際社会で活躍できる
人材の育成

多様な人と競争・協調できる能力の幼児・学齢期
からの教育システム

New

食料産業
（持続可能な食物生産）

食物の安定生産

建設産業
（強健な国の基盤づくり）

大災害を未然に防ぎ生
産・社会活動を支障なく
継続できる都市基盤の

構築

医療産業
(健康寿命延伸のための総

合健康管理システム）

時間・空間を超えた疾病
予防・診断・治療

輸送産業
(低炭素・省エネ型輸送、

新交通システム)

低環境負荷航空輸送

低環境負荷陸上輸送

低環境負荷輸送の全体
最適化

中期 長期 超長期経済効果
MGUP

産業分類 アンブレラ産業の目的 アンブレラ産業

産業技術ユニット



俯
瞰
領
域

大
分
類

中
分
類

経済効果 New Replace Replace Incremental New Incremental Incremental New New New New Replace Replace Replace

社会的コンセンサス 社会的コンセンサス 社会的コンセンサス 社会的コンセンサス
全天候における安定
電力供給システムの
開発

全天候（落雷を含む）
における安全運転・
安定電力供給システ
ムの開発

全天候（落雷を含む）
における安全運転・
安定電力供給システ
ムの開発

採掘現場の安全確保
システム

環境性と信頼性の向
上を目指した分散エ
ネルギーシステム

環境性と信頼性の向
上を目指した分散エ
ネルギーシステム

水素/電気併産シス
テム設計

高経年化対応技術戦
略マップ2008（（独）
原子力安全基盤機
構）に詳細説明あり

採掘現場の従業者の
放射線などによる健
康障害防止対策シス
テム

水素輸送システムの
開発

水素輸送システムの
開発

水素輸送システムの
開発

水素輸送システムの
開発

水素輸送システムの
開発

パターン　Ⅰ パターン　Ⅱ パターン　Ⅲ パターン　Ⅳ パターン　Ⅴ パターン　Ⅵ パターン　Ⅶ パターン　Ⅷ ITERとの連携 水素インフラとの連携
CO2固定化貯留シス
テムとの連携

水素インフラとの連携
CO2固定化貯留シス
テムとの連携

CO2排出量削減/固
定化貯留システム・
水素インフラとの連携

CO2固定化貯留シス
テムとの連携、水素イ
ンフラとの連携

CO2固定化貯留シス
テムとの連携、水素イ
ンフラとの連携

従業者数は変わらず、
生産性は急増

従業者数は増加、
生産性は横ばい

従業者は増加、
生産性も上昇

従業者数は増大、
生産性は下降

従業者数は変わらず、
生産性は激減

従業者数は減少、
生産性は横ばい

従業者数は減少、
生産性も下降

従業者数は減少、
生産性は上昇

可採埋蔵量拡大のた
めのリモートセンシン
グ・データ管理システ
ム

農林水産業

穀類、いも・豆類、野菜、果実、その他の
食用作物、非食用作物、畜産、農業サー
ビス、育林、素材、特用林産物、海面漁

業、内水面漁業

野菜、穀類
海面漁業、畜産、果実、非食用作物
育林、農業サービス、いも・豆類、その他
の食用作物

育林、野菜、果実、非食用作物、いも・豆
類、農業サービス、穀類、その他の食用
作物、海面漁業、内水面漁業
特用林産物、素材
畜産

その他耕種農業
米麦生産業
畜産・養蚕業
漁業（変動あり）

林業（2000以降）
農業サービス（変動あ
り）

生物機能模倣技術、水産育種技術、非
食用作物遺伝子組換技術、冷凍保存技
術

鉱業
金属鉱物、窯業原料鉱物、砂利・砕石、

その他の非金属鉱物
砂利・砕石

窯業原料鉱物、金属鉱物
砂利・砕石、その他の非金属鉱物

鉱業（変動あり）
資源新探索技術、環境負荷軽減採掘技
術、高効率掘削技術、鉱山マッピング技
術

耐高圧・耐低温・耐高温・耐乾
燥などの環境下で長期間運転
できるプラントの部品・材料の
開発、掘削技術開発、防水・
防ガス・耐落盤などに対する
安全確保技術

発電システムとの連携による
水素製造

石炭・原油・天然ガス 石炭、原油・天然ガス
原油・天然ガス
石炭

資源新探索技術、鉱山マッピング技術、
環境負荷軽減採掘技術、高効率掘削技
術、重質油改質技術、改質油回収技術
（化学的、物理的）、ＧＴＬ技術

耐高圧・耐低温・耐高温・耐乾
燥などの環境下で長期間運転
できるプラントの部品・材料の
開発、掘削技術開発、防水・
防ガス・耐落盤などに対する
安全確保技術

水素供給技術（水熱反応、水
蒸気と触媒、超臨界水などに
よる）、有機溶媒抽出技術

メタンからの水素分離型改質
法のための触媒、分離膜技
術、メタノールからの水蒸気改
質法のための触媒・分離膜技
術、メタンの酸化反応法のた
めの触媒技術
石炭ガス化燃焼によって得ら
れる水性ガスのシフト反応の
ための触媒技術
液体水素のボイルオフ現象の
解明と対策
石炭ガス化燃料電池複合発
電による水素製造

食料品・たばこ・飲料

と畜、畜産食料品、水産食料品、精穀・
製粉、めん・パン・菓子類、農産保存食料
品、砂糖・油脂・調味料類、その他の食
料品、酒類、その他の飲料、飼料・有機

質肥料（除別掲）、たばこ

酒類、たばこ、その他の飲料、めん・パ
ン・菓子類、その他の食料品、水産食料
品
砂糖・油脂・調味料類、畜産食料品
飼料・有機質肥料（除別掲）、精穀・製
粉、農産保存食料品、と畜

たばこ、酒類
その他の飲料、めん・パン・菓子類
その他の食料品、農産保存食料品、水
産食料品、砂糖・油脂・調味料類
畜産食料品
飼料・有機質肥料（除別掲）、と畜
精穀・製粉

水産食料品
飼料・有機質肥料、た
ばこ

その他の食料品（変動
あり）
水産食料品（変動あり）

畜産食料品、飲料、精
穀・製粉

安全性評価技術、生鮮食品保存技術

繊維工業製品
紡績、織物、ニット生地、染色整理、その

他の繊維工業製品
その他の繊維工業製品、染色整理、織
物

染色整理
ニット生地、紡績、その他の繊維工業製
品
織物

織物、その他の繊維工業製品 繊維製品 環境負荷軽減染色技術

衣服・その他の繊維製品
衣服、その他の衣服・身の回り品、その

他の繊維既製品
衣服
その他の繊維既製品

その他の繊維既製品
衣服
その他の衣服・身の回り品

製材・木製品・家具
製材・合板・チップ、その他の木製品、家

具・装備品
家具・装備品、製材・合板・チップ
その他の木製品

その他の木製品
家具・装備品、製材・合板・チップ

家具・装備品、製材・木
製品

建材リサイクルシステム、高断熱建築資
材

パルプ・紙・紙加工品
パルプ、紙・板紙、加工紙、紙製容器、そ

の他の紙加工品
紙・板紙、紙製容器、その他の紙加工品
加工紙

紙製容器
その他の紙加工品、紙・板紙
パルプ
加工紙

紙・板紙
紙加工品、パルプ・紙・
板紙・加工紙（変動あ
り）

環境負荷軽減資源開発技術、環境負荷
軽減製紙技術

出版・印刷 出版・印刷 出版・印刷 出版・印刷 印刷・製版・製本

化学基礎製品

化学肥料、ソーダ工業製品、その他の無
機化学基礎製品、石油化学基礎製品、

有機化学中間製品、合成ゴム、その他の
有機化学基礎製品

有機化学中間製品、その他の無機化学
基礎製品、その他の有機化学基礎製
品、石油化学基礎製品、合成ゴム、ソー
ダ工業製品

化学肥料
その他の無機化学基礎製品、その他の
有機化学基礎製品、合成ゴム、ソーダ工
業製品
有機化学中間製品
石油化学基礎製品

有機化学中間製品
石油化学基礎製品、その他の無機化学
基礎製品、その他の有機化学基礎製
品、合成ゴム

有機化学基礎製品
無機化学基礎製品
（1997以降）、化学肥料
（2002以降）

有機化学製品
有機色素材料開発、有機色素薄膜材料
開発

高効率・長寿命色素増感材料
の研究開発、高効率・長寿命
有機薄膜材料の研究開発

有機溶媒抽出技術

メタンからの水素分離型改質
法のための触媒、分離膜技
術、メタノールからの水蒸気改
質法のための触媒・分離膜技
術、メタンの酸化反応法のた
めの触媒技術
石炭ガス化燃焼によって得ら
れる水性ガスのシフト反応の
ための触媒技術

合成樹脂 合成樹脂 合成樹脂 合成樹脂 合成樹脂

３Ｒ技術、高機能（機械的特性、光学特
性、電磁気特性、難燃性、接着性）化技
術、サーマルマネージメント材料開発、複
合材料化技術、高機能特性評価技術開
発

CO2の工業材料原料化

耐高圧・耐低温・耐高温・耐乾
燥に長期間運転できるプラント
の部品・材料の開発、防水・防
ガス・耐落盤などに対する安
全確保技術

化学最終製品
化学繊維、石けん・界面活性剤・化粧

品、塗料・印刷インキ、写真感光材料、農
薬、その他の化学最終製品

その他の化学最終製品、石けん・界面活
性剤・化粧品
塗料・印刷インキ、化学繊維

化学繊維、その他の化学最終製品
石けん・界面活性剤・化粧品、塗料・印刷
インキ、農薬、写真感光材料

その他の化学最終製品
写真感光材料、塗料・印刷インキ、化学
繊維、石けん・界面活性剤・化粧品

化学最終製品
化学繊維（変動あり）

非化石燃料原料化技術、３Ｒ技術、高機
能（機械的特性、光学特性、電磁気特
性、熱的特性、難燃性）化技術、高機能
特性評価技術、分離膜の開発技術

CO2の工業材料原料化

高効率・長寿命色素増感材料
の研究開発、高効率・長寿命
有機薄膜材料の研究開発、水
の直接光分解と水素生成のた
めの光触媒の研究開発、葉緑
体光化学電池を活用した水素
生成システムの構築（酵素）

水の光分解触媒開発 水の光分解触媒開発

医薬品 医薬品 医薬品 医薬品 医薬品 医薬品
高度ゲノム診断技術、メタボローム解析
技術、テーラーメイド医療、iPS細胞治療
技術、DDS、分子イメージング、

石油製品・石炭製品 石油製品、石炭製品
石油製品
石炭製品

石油製品
石炭製品

石油製品 石油製品 石炭製品
低環境負荷燃料、低環境負荷潤滑油/圧
延油開発、

CO2の工業材料原料化
高効率水素生成微生物の創
製、水素貯蔵技術の開発

高温排熱を利用した水素製造
技術、水素貯蔵技術の開発

プラスチック製品 プラスチック製品 プラスチック製品 プラスチック製品 プラスチック製品 プラスチック製品

高耐熱温度化技術、非化石原料化技
術、３Ｒ技術、生物分解性材料開発技
術、高機能（機械的特性、光学特性、電
磁気特性、難燃性、接着性、ペインタブル
性）化技術、サーマルマネージメント材料
開発、高機能特性評価技術

CO2の工業材料原料化
高効率・長寿命色素増感材料
の研究開発、高効率・長寿命
有機薄膜材料の研究開発

耐高圧・耐低温・耐高温・耐乾
燥に長期間運転できるプラント
の部品・材料の開発、掘削技
術開発、防水・防ガス・耐落盤
などに対する安全確保技術

窯業・土石製品

板ガラス・安全ガラス、ガラス繊維・同製
品、その他のガラス製品、セメント、生コ

ンクリート、セメント製品、陶磁器、その他
の窯業・土石製品

その他の窯業・土石製品、その他のガラ
ス製品、生コンクリート、セメント製品
板ガラス・安全ガラス、陶磁器、セメント

その他のガラス製品
セメント製品、その他の窯業・土石製品、
板ガラス・安全ガラス
ガラス繊維・同製品、生コンクリート、陶
磁器
セメント

その他の窯業・土石製品、その他のガラ
ス製品、陶磁器

その他の窯業・土石製
品（2002以降）、ガラ
ス・ガラス製品（2001以
降）

セメント・セメント製品 陶磁器

原料キャラクタリゼーション技術、高効率
熱電変換技術、高機能付与の為の微細
構造制御化技術、高純度化技術と微量
添加元素の役割解明、微細構造観察技
術と微細構造制御の為のダイナミクス解
明

耐高温材料開発、核融合炉燃
料技術開発、高速中性子によ
る放射線損傷の基礎科学、高
速中性子との核反応データの
集積、第一原理・分子動力学・
FEMによる照射誘起のマルチ
スケールシミュレーション技術

高燃焼度化燃料の研究開発、
950℃に耐える制御棒被覆材
（C/C複合材）の開発、ＩＳプロ
セスにおける耐食性セラミック
ス製硫酸分解器の開発

高速中性子による放射線損傷
の基礎科学、高速中性子との
核反応データの集積、第一原
理・分子動力学・FEMによる照
射誘起のマルチスケールシ
ミュレーション技術

CO2固定化、CO2の工業材料
原料化

耐高圧・耐低温・耐高温・耐乾
燥に長期間運転できるプラント
の部品・材料の開発、掘削技
術開発、防水・防ガス・耐落盤
などに対する安全確保技術

超高密度水素吸蔵材料

鉄鋼
銑鉄・粗鋼、鉄屑、熱間圧延鋼材、鋼管、
冷延・めっき鋼材、鋳鍛造品、その他の

鉄鋼製品

銑鉄・粗鋼、冷延・めっき鋼材
鋳鍛造品、熱間圧延鋼材、その他の鉄
鋼製品、鋼管

鋳鍛造品
鋼管、銑鉄・粗鋼、冷延・めっき鋼材
その他の鉄鋼製品
熱間圧延鋼材
鉄屑

熱間圧延鋼材
冷延・めっき鋼材、鋼管

その他の鉄鋼（2002以
降）
銑鉄・粗鋼（2002以降）

製鉄プロセスでの環境負荷低減技術、レ
アメタル代替技術、高強度・高じん性材料
開発技術、耐腐食性材料開発技術、耐
放射線材料開発技術、高機能付与のた
めの微細構造制御化技術、高純度化技
術と微量添加元素の役割解明、微細構
造観察技術と微細構造制御のダイナミク
ス解明

耐高温材料開発、高速中性子
による放射線損傷の基礎科
学、高速中性子との核反応
データの集積、第一原理・分
子動力学・FEMによる照射誘
起のマルチスケールシミュレー
ション技術

高温隔離弁（合金）の高温・高
強度材料技術開発

高速中性子による放射線損傷
の基礎科学、高速中性子との
核反応データの集積、第一原
理・分子動力学・FEMによる照
射誘起のマルチスケールシ
ミュレーション技術

耐高温・耐高圧・耐腐食鋼の
開発

耐高圧・耐低温・耐高温・耐乾
燥に長期間運転できるプラント
の部品・材料の開発、掘削技
術開発、防水・防ガス・耐落盤
などに対する安全確保技術

非鉄金属
非鉄金属製錬・精製、非鉄金属屑、電
線・ケーブル、その他の非鉄金属製品

その他の非鉄金属製品
非鉄金属製錬・精製、電線・ケーブル

電線・ケーブル
その他の非鉄金属製品、非鉄金属製錬・
精製
非鉄金属屑

その他の非鉄金属製品、非鉄金属製錬・
精製
電線・ケーブル

非鉄金属製錬・精製
（1999以降）

非鉄金属加工製品（変
動あり）

耐腐食性金属材料開発技術、耐放射線
材料開発技術、レアメタル代替技術、高
効率熱電変換技術、高機能付与のため
の微細構造制御化技術、高純度化技術
と微量添加元素の役割解明、微細構造
観察技術と微細構造制御の為のダイナミ
クス解明

耐高温材料開発、核融合炉燃
料技術開発、高速中性子によ
る放射線損傷の基礎科学、高
速中性子との核反応データの
集積、第一原理・分子動力学・
FEMによる照射誘起のマルチ
スケールシミュレーション技術

高速中性子による放射線損傷
の基礎科学、高速中性子との
核反応データの集積、第一原
理・分子動力学・FEMによる照
射誘起のマルチスケールシ
ミュレーション技術

耐高圧・耐低温・耐高温・耐乾
燥に長期間運転できるプラント
の部品・材料の開発、掘削技
術開発、防水・防ガス・耐落盤
などに対する安全確保技術

超高密度水素吸蔵材料

金属製品
建設用金属製品、建築用金属製品、ガ

ス・石油機器及び暖厨房機器、その他の
金属製品

その他の金属製品
建設用金属製品
建築用金属製品、ガス・石油機器及び暖
厨房機器

その他の金属製品
建設用金属製品
ガス・石油機器及び暖厨房機器、建築用
金属製品

その他の金属製品
その他の金属製品
建設・建築用金属製品

耐腐食性材料開発技術、耐放射線材料
開発技術、高機能付与のための微細構
造制御化技術、高純度化技術と微量添
加元素の役割解明、微細構造観察技術
と微細構造制御のためのダイナミクス解
明

耐高温材料開発、高速中性子
による放射線損傷の基礎科
学、高速中性子との核反応
データの集積、第一原理・分
子動力学・FEMによる照射誘
起のマルチスケールシミュレー
ション技術

高温隔離弁（合金）の高温・高
強度材料技術開発

高速中性子による放射線損傷
の基礎科学、高速中性子との
核反応データの集積、第一原
理・分子動力学・FEMによる照
射誘起のマルチスケールシ
ミュレーション技術

耐高圧・耐低温・耐高温・耐乾
燥に長期間運転できるプラント
の部品・材料の開発、掘削技
術開発、防水・防ガス・耐落盤
などに対する安全確保技術

一般機械

原動機・ボイラ、運搬機械、冷凍機・温湿
調整装置、その他の一般産業機械、建
設・鉱山機械、化学機械、産業用ロボッ
ト、金属加工・工作機械、その他の特殊
産業用機械、その他の一般機械器具及

び部品

その他の一般産業機械、その他の特殊
産業用機械、その他の一般機械器具及
び部品、金属加工・工作機械、建設・鉱
山機械
原動機・ボイラ
運搬機械、冷凍機・温湿調整装置、化学
機械、産業用ロボット

化学機械、その他の一般機械器具及び
部品、金属加工・工作機械、その他の一
般産業機械
建設・鉱山機械、冷凍機・温湿調整装
置、その他の特殊産業用機械、運搬機
械、産業用ロボット、原動機・ボイラ

その他の特殊産業用機械、その他の一
般産業機械、建設・鉱山機械、
その他の一般機械器具及び部品、金属
加工・工作機械、原動機・ボイラ、産業用
ロボット、
運搬機械、化学機械、冷凍機・温湿調整
装置

特殊産業機械（2002以
降）

一般産業機械（変動あ
り）

その他の一般機械

ロボット技術開発（理論・アルゴリズム、
ハードウェア）、高効率熱管理技術（熱交
換、放熱技術）、極限環境（高温、低温、
高圧、高湿、高乾燥、高真空など）下での
機械的特性（伝熱、回転、潤滑など）安定
化技術、設計・製造時におけるＣＡＥ・ＣＡ
Ｄ・ＣＡＭの高度化およびインターフェース
高度化技術、人工臓器技術開発

耐超高温のタービン開発
高効率エネルギー変換技術の
開発

掘削技術開発
小型・潤滑油なし・メンテナン
スが容易な高出力の家庭用
MGT

小型・潤滑油なし・メンテナン
スが容易な高出力のオフィス
用MGT

事務用・サービス用機器 事務用機械、サービス用機器 サービス用機器
事務用機械
サービス用機器

事務用機械
事務用・サービス用機
器（1999以降）

民生用電子・電気機器 民生用電子機器、民生用電気機器 民生用電子機器、民生用電気機器 民生用電子機器、民生用電気機器
民生用電子機器
民生用電気機器

民生用電子・電気機器
（2002以降）

セマンティクス技術、自然言語処理技術、
人間の情報処理機構の解明、ナレッジマ
ネージメント技術、ディペンダビリティ評価
技術、低消費電力化技術、冷却（放熱）
技術

電子計算機・同付属装
置

電子計算機・同付属装置 電子計算機・同付属装置 電子計算機・同付属装置 電子計算機・同付属装置
電子計算機・同付属装
置（2001-2004）

アーキテクチャ、セマンティクス技術、自
然言語処理技術、人間の情報処理機構
の解明、ナレッジマネージメント応用技
術、ディペンダビリティ評価技術、低消費
電力化技術、冷却（放熱）技術

通信機械 通信機械 通信機械 通信機械 通信機械 通信機器（2002以降）

光通信技術、セマンティクス技術、自然言
語処理技術、人間の情報処理機構の解
明、ナレッジマネージメント技術、ディペン
ダビリティ評価技術

未利用希薄分散エネルギーの
有効利用技術開発

その他の電子・通信機械
電子応用装置、電気計測器、半導体素

子・集積回路、電子部品
電子部品、半導体素子・集積回路
電子応用装置、電気計測器

電子部品
半導体素子・集積回路、電気計測器、電
子応用装置

半導体素子・集積回路、電子部品、電気
計測器
電子応用装置

電子応用装置・電気計
測器（2001以降）

その他の電気機器
電子部品（2001以降）
半導体素子・集積回路
（2002以降）

有機電子材料開発、強相関電子材料開
発、スピントロニクス、量子効果素子、プ
ラズモニクス、MEMS・NEMS加工技術、セ
マンティクス技術、自然言語処理技術、
人間の情報処理機構の解明、ナレッジマ
ネージメント技術、ディペンダビリティ評価
技術、低消費電力化技術、三次元集積
回路実装技術、冷却（放熱）技術

スマートグリッドと融合する広
域インテリジェントEMS
グリッドフレンドリー家電需給
バランスシステム

スマートグリッドと融合する広
域インテリジェントEMS
グリッドフレンドリー家電需給
バランスシステム

スマートグリッドと融合する広
域インテリジェントEMS
グリッドフレンドリー家電需給
バランスシステム

スマートグリッドと融合する広
域インテリジェントEMS
グリッドフレンドリー家電需給
バランスシステム

重電機器 重電機器 重電機器 重電機器 重電機器 重電機器（変動あり） 低消費電力化技術

その他の電気機器 その他の電気機器 その他の電気機器 その他の電気機器
光合成機構の解明、蓄電池機構の基礎
解明、キャパシタ技術開発

電気エネルギー貯蔵技術 電気エネルギー貯蔵技術 電気エネルギー貯蔵技術
未利用希薄分散エネルギーの
有効利用技術開発

燃料電池用水素の家庭での
生成技術の開発、燃料電池の
白金代替触媒の開発

燃料電池用水素のオフィスで
の生成技術の開発、燃料電池
の白金代替触媒の開発、燃料
電池の高出力・安全性確保の
ための電解質の開発

乗用車 乗用車 乗用車 乗用車 乗用車 自動車（2002まで）
環境負荷低減化技術、安全確保技術、
価値作り製造技術

その他の自動車
トラック・バス・その他の自動車、二輪自

動車、自動車部品・同付属品

自動車部品・同付属品
トラック・バス・その他の自動車
二輪自動車

自動車部品・同付属品
二輪自動車、トラック・バス・その他の自
動車

自動車部品・同付属品、
トラック・バス・その他の自動車
二輪自動車

自動車用部品・同付属
品

環境負荷低減化技術、安全確保技術

その他の輸送機械
船舶・同修理、鉄道車両・同修理、航空

機・同修理、その他の輸送機械
航空機・同修理、船舶・同修理
その他の輸送機械、鉄道車両・同修理

航空機・同修理
その他の輸送機械、船舶・同修理、鉄道
車両・同修理

船舶・同修理
航空機・同修理
その他の輸送機械

その他の輸送用機械
（2004まで）

環境負荷低減化技術、安全確保技術

精密機械 光学機械、時計、その他の精密機械
その他の精密機械
光学機械、

光学機械
その他の精密機械
時計

その他の精密機械、光学機械 精密機器

高効率熱管理技術（熱交換、放熱技
術）、極限環境（高温、低温、高圧、高
湿、高乾燥、高真空など）下での機械的
特性（伝熱、回転、潤滑など）安定化技
術、設計・製造時におけるＣＡＥ・ＣＡＤ・Ｃ
ＡＭの高度化およびインターフェース高度
化技術、人工臓器技術開発

未利用希薄分散エネルギーの
有効利用技術開発

その他の製造工業製品

タイヤ・チューブ、その他のゴム製品、革
製履物、なめし革・毛皮・その他の革製
品、玩具・運動用品、その他の製造工業

製品

その他の製造工業製品
その他のゴム製品
タイヤ・チューブ、玩具・運動用品

その他のゴム製品
その他の製造工業製品、なめし革・毛
皮・その他の革製品、革製履物、タイヤ・
チューブ
玩具・運動用品

タイヤ・チューブ
その他の製造工業製品、玩具・運動用
品、その他のゴム製品

その他の製造工業製
品
皮革・皮革製品・毛皮

ゴム製品 ３Ｒ技術

再生資源回収・加工処
理

再生資源回収・加工処理 再生資源回収・加工処理 再生資源回収・加工処理 再生資源回収・加工処理

３Ｒ技術、リバースエンジニアリング技
術、都市鉱山資源技術開発、リン回収技
術開発、鉄鋼スクラップ再資源化技術、
サーマルリサイクル技術

CO2の工業材料原料化

建築及び補修 住宅建築、非住宅建築、建設補修 住宅建築、非住宅建築、建設補修 非住宅建築、住宅建築、建設補修 建築業
低消費エネルギー型建築設計技術、長
周期振動の地震に強い建築設計技術、
軽量材料開発技術、地質構造解析

公共事業 公共事業 公共事業 公共事業 土木業
環境負荷軽減採掘技術、高効率掘削技
術、地質構造解析

CO2固定化
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、
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）

ＩＴを用いた再生可能エネルギー大量導入時の系統電力の安定化

エネルギー源の多様化および広域電力系統と分散電源との協働に対応するための監視・
制御システムの構築

国際競争力の更なる強化のための産業

エネルギー産業
（低炭素エネルギー社会創造）
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エネルギー源の多様化および広域電力系統と分散電源との協働に対応するための監視・制御システムの構築

アンブレラ産業

従業者数と従業者一人当たりの粗付加価値額（生産性）のトレンド（1996-2005）
従業者数（2005年）　100万人以上　50万～100万人　30万～50万人　10万～30万人　10万人以下

（経済産業研究所JIP 2008データベースに基づき作成）

要
素
技
術
課
題

社会的課
題

システム技
術課題

産業技術俯瞰図

平成２1年2月
国際競争力の更なる強化のためのアンブレラ産業
（独）科学技術振興機構 研究開発戦略センター

産業技術ユニット

簡易延長産業連関表
統合50部門

輸出額（2006年）
1兆円以上

5千億～１兆円
2千億～5千億円

（簡易延長産業連関表より）

シ
ス
テ
ム

エ
レ
メ
ン
ト
産
業

簡易延長産業連関表
統合186部門

粗付加価値額（2006年）
10兆円以上

1兆～１0兆円
5千億～１兆円

１千億～5千億円

（簡易延長産業連関表より）

粗付加価値率（2006年）
50％以上
40～50％
30～40％
20～30％
10～20％
10％以下

（簡易延長産業連関表より）

超長期

長期

中期

Picture: http://www.pref.ishikawa.jp/siro-niwa/new/ivent/yukituri.htm

iGFC(開発(石炭ガス化燃料電池複
合発電技術)：石炭のガス化により、
燃料電池、ガスタービン、蒸気ター
ビンを組み合わせて発電を行う。発
電効率60%。CO2排出量を石炭火力
に比べて2/3とすることができる。ま
た、CCSと組み合わせれば更に低
下させられる。
ＮＥＤＯ+電源開発、MHI、で開発
が行われている。

科学技術
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懸念
境適
注目

教育産業（持続的
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New New New Replace Incremental New Incremental Incremental New New New Incremental Incremental Incremental Incremental Incremental Replace Incremental Replace Replace Replace Incremental New Incremental Incremental New New New New New New New New New New New New

「元素戦略」（JST/
CRDS戦略イニシア
ティブ07SP04）に詳細
説明あり

高温排熱を利用した
水素製造システムの
開発

海洋利用に関する社
会的制約

工場や内燃機関から
排出される排気ガス
の浄化システムの開
発

棲み分け・協同化に
よる周波数帯の有効
利用システム

コンテクスト理解技術
棲み分け・協同化に
よる周波数帯の有効
利用システム

推進機器、船形、軽
量化を総合的に考え
た低環境負荷船舶

燃料電池電動推進、
境界層制御、可変形
状抵抗最小化機体に
よる脱炭素化

超エコジェットエンジ
ンと超軽量化機体の
インテグレーションシ
ステム

輸送ネットワークの全
体最適化

自動車搭載型水素貯
蔵システム

自動車搭載型水素貯
蔵システム

軽量化とダイナミック
システムとしての動的
安定制御

高感度・無線・超小型センサ
およびネットワーク技術

高感度・無線・超小
型センサおよびネッ
トワーク技術

高感度・無線・超小
型センサおよびネッ
トワーク技術

高温排熱を利用した
熱電変換システムの
開発

汚染物質の交通イン
フラにおける清浄化
システムの開発

従来輸送とのシーム
レス化

水素輸送システムの
開発

廃棄物のグローバル
リサイクルシステム

水素インフラとの連携

廃棄物適正処分のあ
り方から見た最適な
焼却・埋立トータルシ
ステム

CO2固定化貯留シス
テムとの連携、水素イ
ンフラとの連携

水素インフラとの連携

環境破壊・汚染物質
に関するグローバル
な監視・制御システム

センサーシステムの
神経網化による総合
監視システム

環境負荷最小化のた
めの、グローバル運
輸・運行管理システ
ム

稼働情報

ＬＣＡを駆使した

メンテナンスシステム

エコタウンの環境負
荷最小化のための
エネルギー監視・制
御システム

魚介類の生育シミュ
レータ

健康情報データか
ら、疾病発生可能性
を判断する自動診
断アルゴリズム開発

工業製品ごとの、資
源使用量、３Ｒ管理シ
ステム

排熱のオープンリサ
イクルマネジメント

リモートセンシング、
データベースを活用
した高精度気象予
測システム

魚介類の監視と生
育コントロールシス
テム

有害物質のセンシン
グとシミュレーション
システム

大量情報からの知識獲得能力
の機構および学習メカニズム
に関するシミュレータ

農業への低温排熱利用技術
POPs（残留性有機汚染物質）
移動経路の解明、POPsの野
生生物への影響の解明

魚介類のゲノム解析、借腹、
成熟コントロール、種苗用餌
料開発、ウイルスフリー、ＳＰ
Ｆ種苗の開発、魚介の生理、
栄養学的研究

耐高圧・耐低温・耐高温・耐乾
燥に長期間運転できるプラント
の部品・材料の開発、掘削技
術開発、防水・防ガス・耐落盤
などに対する安全確保技術

脂肪・芳香族バイオファイナ
リーの技術開発、バイオマス
（リグニン、セルロース）からの
有用化学物質（エチレン、フェ
ノール、医薬品中間体等）生
成技術開発、CO2の分離・回
収技術開発、CO2からの有用
化学物質合成技術開発、化学
工業二次製品の分離・分解技
術開発
原料の脱化石資源化技術

化学吸収法によるCO2の分
離・回収技術

耐高圧・耐低温・耐高温・耐乾
燥に長期間運転できるプラント
の部品・材料の開発、防水・防
ガス・耐落盤などに対する安
全確保技術

脂肪・芳香族バイオファイナ
リーの技術開発、バイオマス
（リグニン、セルロース）からの
有用化学物質（エチレン、フェ
ノール等）生成技術開発、CO2
の分離・回収技術開発、CO2
からの有用化学物質合成技術
開発、化学工業二次製品の分
離・分解技術開発
原料の脱化石資源化技術

CO2の工業材料原料化
軽量構造材料、ガラス代替軽
量材料

軽量構造材料、ガラス代替軽
量材料

軽量構造材料、ガラス代替軽
量材料、３次元織物技術（炭
素繊維、シート材料）
ナノ炭素繊維、炭素複合材料
の高性能化、CFRP低コスト製
造技術、CFRP高速製造技術

軽量構造材料、ガラス代替軽
量材料

軽量構造材料、ガラス代替軽
量材料

金属イオンの回収技術開発

CO2の分離・回収技術開発、
バイオマス・CO2・二次製品等
から有用化学物質を生成する
触媒開発、リグニン分解の酵
素・微生物の開発

水蒸気から水素を生成するた
めの触媒開発

膜分離法によるCO2の分離・
回収技術、CO2の工業材料原
料化

排ガス処理触媒技術開発 水質浄化技術の開発

バイオマス（リグニン、セル
ロース）からの医薬品中間体
等生成技術開発

重要疾患の予防、診断、治
療法の開発

脂肪・芳香族バイオファイナ
リーの技術開発、バイオマス
（リグニン、セルロース）からの
有用化学物質（エチレン、フェ
ノール、医薬品中間体等）生
成技術開発

CO2の工業材料原料化 バイオマス利用技術開発

水素輸送システムの開発、水
素貯蔵技術の開発
船舶用バイオマス燃料の開発
低環境負荷船舶のためのGTL
技術

水素貯蔵技術、水素供給技
術、空港での水素貯蔵インフ
ラ、地上での水素輸送インフラ

耐高圧・耐低温・耐高温・耐乾
燥に長期間運転できるプラント
の部品・材料の開発、掘削技
術開発、防水・防ガス・耐落盤
などに対する安全確保技術

脂肪・芳香族バイオファイナ
リーの技術開発、バイオマス
（リグニン、セルロース）からの
有用化学物質（エチレン、フェ
ノール等）生成技術開発、CO2
の分離・回収技術開発、CO2
からの有用化学物質合成技術
開発、化学工業二次製品の分
離・分解技術開発
原料の脱化石資源化技術

CO2の工業材料原料化

免震機能保有の構造材料開発、免震・
制震デバイス材料の力学挙動（速度・温
度依存性、最大経験ひずみ依存性、永
久変形）の解明とモデル化、自己修復機
能を持つ超寿命建設材料の開発、軽量
かつ高剛性材料の開発、
高分子樹脂微細発泡現象の解明、有機
金属-高分子触媒系による複合材界面
の活性化、高分子材料の長寿命化（新
規重合触媒の開発、新規ポリマーブレ
ンド/アロイの創製）、構成材料（金属材
料、有機材料、複合材料、コンクリート、
絶縁材料）のウェザリング機構の解明お
よび抑制技術の開発

免震機能保有の構造材料
開発、免震・制震デバイス材
料の力学挙動（速度・温度
依存性、最大経験ひずみ依
存性、永久変形）の解明とモ
デル化、自己修復機能を持
つ超寿命建設材料の開発、
軽量かつ高剛性材料の開
発、
高分子樹脂微細発泡現象
の解明、有機金属-高分子
触媒系による複合材界面の
活性化、高分子材料の長寿
命化（新規重合触媒の開
発、新規ポリマーブレンド/ア
ロイの創製）

構成材料（金属材料、有機
材料、複合材料、コンクリー
ト、絶縁材料）の複合劣化お
よび余寿命を高精度に予測
するシミュレーション技術の
開発、構成材料（金属材料、
有機材料、複合材料、コンク
リート、

耐高圧・耐低温・耐高温・耐乾
燥に長期間運転できるプラント
の部品・材料の開発、掘削技
術開発、防水・防ガス・耐落盤
などに対する安全確保技術

熱利用のための高効率熱電
変換素子

CO2固定化、CO2の工業材料
原料化

熱サイクル安定触媒担持セラ
ミックスの開発

構造物中、埋設状態、被膜状態にある
構成材料（金属材料、有機材料、複合
材料、コンクリート、絶縁材料）の劣化の
発生位置を非破壊検知する技術の開
発、構成材料（金属材料、有機材料、複
合材料、コンクリート、絶縁材料）の複合
劣化および余寿命を高精度に予測する
シミュレーション技術の開発

耐高圧・耐低温・耐高温・耐乾
燥に長期間運転できるプラント
の部品・材料の開発、掘削技
術開発、防水・防ガス・耐落盤
などに対する安全確保技術

スクラップ鋼の高級鋼への転
換技術

コークス代替化技術
超高張力鋼板生産用レアメタ
ルの代替技術

耐水素高張力鋼（水素脆弱性
への対策）

車輌粘着のメカニズムと高粘
着軽量化材料開発
レールの軽量化・ロング化
パンタグラフすり板軽量化のた
めの複合材料技術

免震機能保有の構造材料開発、免震・
制震デバイス材料の力学挙動（速度・温
度依存性、最大経験ひずみ依存性、永
久変形）の解明とモデル化、自己修復機
能を持つ超寿命建設材料の開発、軽量
かつ高剛性材料の開発
拡散層を有する接合界面の機械的特性
評価と界面強度の解明、構造物中、埋
設状態、被膜状態にある構成材料（金
属材料、有機材料、複合材料、コンク
リート、絶縁材料）の劣化の発生位置を
非破壊検知する技術の開発、構成材料
（金属材料、有機材料、複合材料、コン
クリート、絶縁材料）の複合劣化および
余寿命を高精度に予測するシミュレーシ

免震機能保有の構造材料
開発、免震・制震デバイス材
料の力学挙動（速度・温度
依存性、最大経験ひずみ依
存性、永久変形）の解明とモ
デル化、自己修復機能を持
つ超寿命建設材料の開発、
軽量かつ高剛性材料の開
発
拡散層を有する接合界面の
機械的特性評価と界面強度
の解明

耐高圧・耐低温・耐高温・耐乾
燥に長期間運転できるプラント
の部品・材料の開発、掘削技
術開発、防水・防ガス・耐落盤
などに対する安全確保技術

熱利用のための高効率熱電
変換素子

超伝導線材開発 水素貯蔵タンク開発 水素貯蔵タンク開発
チタン合金の低コスト化、加工
技術、CFRPとの接合技術

水素貯蔵タンク開発

免震機能保有の構造材料開発、免震・
制震デバイス材料の力学挙動（速度・温
度依存性、最大経験ひずみ依存性、永
久変形）の解明とモデル化、自己修復機
能を持つ超寿命建設材料の開発、軽量
かつ高剛性材料の開発
拡散層を有する接合界面の機械的特性
評価と界面強度の解明、構造物中、埋
設状態、被膜状態にある構成材料（金
属材料、有機材料、複合材料、コンク
リート、絶縁材料）の劣化の発生位置を
非破壊検知する技術の開発

免震機能保有の構造材料
開発、免震・制震デバイス材
料の力学挙動（速度・温度
依存性、最大経験ひずみ依
存性、永久変形）の解明とモ
デル化、自己修復機能を持
つ超寿命建設材料の開発、
軽量かつ高剛性材料の開
発
拡散層を有する接合界面の
機械的特性評価と界面強度
の解明

耐高圧・耐低温・耐高温・耐乾
燥に長期間運転できるプラント
の部品・材料の開発、掘削技
術開発、防水・防ガス・耐落盤
などに対する安全確保技術

高速化に伴う寿命低下を改善
するための耐金属疲労特性向
上

免震機能保有の構造材料開発、免震・
制震デバイス材料の力学挙動（速度・温
度依存性、最大経験ひずみ依存性、永
久変形）の解明とモデル化、自己修復機
能を持つ超寿命建設材料の開発、軽量
かつ高剛性材料の開発
拡散層を有する接合界面の機械的特性
評価と界面強度の解明、構造物中、埋
設状態、被膜状態にある構成材料（金
属材料、有機材料、複合材料、コンク
リート、絶縁材料）の劣化の発生位置を
非破壊検知する技術の開発、 構成材料
（金属材料、有機材料、複合材料、コン
クリート、絶縁材料）の複合劣化および
余寿命を高精度に予測するシミュレー

免震機能保有の構造材料
開発、免震・制震デバイス材
料の力学挙動（速度・温度
依存性、最大経験ひずみ依
存性、永久変形）の解明とモ
デル化、自己修復機能を持
つ超寿命建設材料の開発、
軽量かつ高剛性材料の開
発
拡散層を有する接合界面の
機械的特性評価と界面強度
の解明

掘削技術開発 CO2の分離・回収技術開発
熱利用のための高効率熱交
換器開発
家庭用GEの排熱利用技術

内燃機関から発生する排ガス
処理触媒技術開発

水素タービン開発
高効率油圧電気アクチュエー
タによるエンジン負荷の低減
からの省エネ化

養殖施設、設備の開発

小型・低消費電力デバイス技
術、高精細・大画面の三次元
ディスプレイ、ウェアラブルデ
バイス技術

ディペンダブルアーキテク
チャ、ディペンダブルソフトウェ
ア、ディペンダブルデバイス

低消費電力サーバ開発
人の危機管理能力の応用技
術開発

小型・低消費電力デバイス技
術、ウェアラブルデバイス技
術、ネットワークアーキテク
チャ技術

ディペンダブルアーキテク
チャ、ディペンダブルソフトウェ
ア、ディペンダブルデバイス、
人の危機管理能力の応用技
術開発

大規模・広範囲における自動
車間の情報通信処理システム

大規模・広範囲における自動
車を含む交通情報通信処理シ
ステム

大規模・広範囲における自動
車を含む交通情報通信処理シ
ステム

人の危機管理能力の応用技
術開発

小型・低消費電力デバイス技
術、ウェアラブルデバイス技
術、ネットワークアーキテク
チャ技術

ディペンダブルアーキテク
チャ、ディペンダブルソフトウェ
ア、ディペンダブルデバイス、
人の危機管理能力の応用技
術開発

安価長寿命省エネルギータイ
プの発光素子、電子部品の高
密度実装技術、超低消費電力
集積回路

安価長寿命省エネルギータイ
プの発光素子、電子部品の高
密度実装技術、超低消費電力
集積回路

人の危機管理能力の応用技
術開発、ユーザーインター
フェースとしてのセンサ技術と
アクチュエータ技術、画像認識
技術

コンテクスト理解技術、 ユー
ザーインターフェースとしての
センサ技術とアクチュエータ技
術、マルチコアのマイクロプロ
セッサ、画像認識技術、音声・
言語認識技術、音声・言語合
成技術

ユーザーインターフェースとし
てのセンサ技術とアクチュエー
タ技術、音声認識技術、画像
認識技術、小型・低消費電力
デバイス技術、ウェアラブルデ
バイス技術

センサーネットワーク技術、セ
ンサーとアクチュエーターの小
型化・低消費電力化、ディペン
ダブルソフトウェア、ディペンダ
ブルデバイス、人の危機管理
能力の応用技術開発

グローバルハブ港ネットワーク
構築のためのICT技術

全世界気象ネットワーク＋全
地球最適経路生成技術（省エ
ネ化）、地球大気影響最小化
飛行経路（環境負荷最小化）

次世代運航管理システム（４Ｄ
航法）による消費燃料最小
化、オール電化空調、換気シ
ステムによるエンジン負荷最
小化（省エネ）、フライバイライ
トシステムによる機体軽量化、
複数機同時最適経路探索シス
テムによる消費燃料最小化、
高信頼ソフトウェア開発システ
ム

強電半導体、強電電子部品開
発

強電半導体、強電電子部品開
発

ユーザーインターフェースとし
てのセンサ技術とアクチュエー
タ技術、リアルタイムセンサー
などの開発、人の危機管理能
力の応用技術開発、リアルタ
イム画像処理技術、リアルタイ
ム画像認識技術、リアルタイ
ム音声認識技術

構成材料の劣化・損傷の計測・診断の
ためのセンサー開発およびセンサーネッ
トワーク技術

構成材料の劣化・損傷の計
測・診断のためのセンサー
開発およびセンサーネット
ワーク技術

燃料電池型APU（非常発電装
置）によるエンジン負荷最小化
（省エネ化）

燃料電池の排熱利用技術 光触媒利用の照明器具開発
装備品電化システムによる高
効率メンテナンス向上

強磁場の影響の解明と対策
高温超電導技術

ハイパワー・長寿命電池、太
陽電池

燃料電池の水素原料生成技
術の開発、燃料電池の白金代
替触媒の開発、燃料電池の高
出力・安全性確保のための電
解質の開発

環境計測、コントロール技術

寿命フリー・リアルタイム・センサーおよ
びネットワーク技術、構成材料の劣化・
損傷の計測・診断のためのセンサー開
発およびセンサーネットワーク技術

構成材料の劣化・損傷の計
測・診断のためのセンサー
開発およびセンサーネット
ワーク技術

電気自動車開発
排ガス処理触媒技術開発、光
触媒利用技術

排ガス処理触媒技術開発、光
触媒利用技術

希少資源不使用・高性能モー
ター

水素貯蔵タンク開発、希少資
源不使用・高性能モーター

軽量構造材料、ガラス代替軽
量材料

軽量構造材料、ガラス代替軽
量材料

軽量構造材料、ガラス代替軽
量材料

低環境負荷交通システム、水
素燃焼内燃機関開発

排ガス処理触媒技術開発、光
触媒利用技術

軽量構造材料、ガラス代替軽
量材料、水素タービン開発、水
素貯蔵タンク開発
燃料電池導入に伴うプロペラ
最適配置による省エネ設計、
ハイブリッド船舶、バイオマス
燃料推進船舶
大量・定常低速運行をに基づ
くハブ港ネットワーク構築

液体水素搭載技術（軽量化）、
境界層制御低抵抗化設計（抵
抗最小化）、可変形状による
抵抗最小化飛行（抵抗最小
化）、電動ファンエンジンのイン
テグレーション技術（抵抗最小
化）、水素貯蔵タンクのメンテ
ナンス（地上＋機体）
水素燃料ジェットエンジン＋翼
胴一体設計による脱炭素化
無人航空機

スーパーエコジェットエンジン
（超ハイバイパス化、オープン
ローター化、最適設計、高効
率燃焼技術）、オープンロー
ター化、ファン化に伴う抵騒音
化技術、全複合材料機体技術
（低コスト化、ヘルスモニタリン
グ）による機体軽量化（省エ
ネ）、落ちない飛行機化技術
（耐故障飛行システム、高度飛
行モニタリングシステム、コン
ピュータ／人間協調システ
ム）、簡易操縦システム、メン
テナンスシステム高度IT化、オ
ンデマンド運航（エアタクシー）
無人航空機

軽量構造材料、ガラス代替軽
量材料
ハイブリッド鉄道車輌、燃料電
池鉄道車輌
車輌粘着のメカニズムと高粘
着軽量化材料開発
高速車輌トンネル通過時の低
周波数騒音発生のメカニズム
解明

構造物中、埋設状態、被膜状態にある
構成材料（金属材料、有機材料、複合
材料、コンクリート、絶縁材料）の劣化の
発生位置を非破壊検知する技術の開
発、

スクラップ鋼の高級鋼への転
換技術 貯蔵CO2監視システム

材料のオープンリサイクルの
指針 CFRP繊維回収技術

グリーンコンポジット（CFRPの
リサイクル技術）

光触媒利用技術
落橋防止装置の緩衝材料の基礎特性
及び動的特性の解明

落橋防止装置の緩衝材料
の基礎特性及び動的特性
の解明、部材ビルトイン型免
震装置の設置・設計技術開
発

CO2固定化 低環境負荷交通システム 光触媒利用技術
大量・定常低速運行をに基づ
くハブ港ネットワーク構築

空港での水素貯蔵インフラ、
地上での水素輸送インフラ

都市近郊小型機空港システム
落橋防止装置の緩衝材料の基礎特性
及び動的特性の解明

落橋防止装置の緩衝材料
の基礎特性及び動的特性
の解明、部材ビルトイン型免
震装置の設置・設計技術開
発部材ビルトイン型免震装
置の設置・設計技術開発

生育環境の完全監視・制御システム

CO2の地中・海底での挙動シミュレーション

センサーシステムの神経網化による総合監視システム

地盤特性の解明と都市統合災害シミュレータ

多
様
な
人
と
競
争
・
協
調
で
き
る
能
力
の
学
齢
期

か
ら
の
教
育
シ
ス
テ
ム

センサーシステムの神経網化による故障管理システム、総合監視システム、および環境負荷最小化運転システム

総
合
情
報
処
理
シ
ス
テ
ム
（
医
療
、
社
会
イ
ン
フ

ラ
、
輸
送
機
械
、
基
幹
産
業
な
ど

）

人
が
発
す
る
情
報
を
処
理
・
理
解
・
表

現
・
伝
達
す
る
シ
ス
テ
ム

場
所
と
時
間
を
選
ば
な
い
コ
ミ
ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ
ン
シ
ス
テ
ム

電
気
自
動
車
（
新
型
電
池

）

人
の
高
度
な
判
断
を
支
援
・
代
行
で
き
る
シ
ス
テ

ム

社会インフラとして堅持すべき産業

地球環境情報実時間データ処理・管理システム

グローバル情報を基にした地域環境予測シミュレータ

ユーザーを満足させつつ、都市レベルでの環境負荷最小化させる個別自動車の監視・制御システム 水・エネルギー供給・通信を断絶させない異常検
知・処置のディペンダブル・システム

建設産業

大規模システムの信頼性向上のための自己適応ソフトウェア
システム

人
工
環
境
下
で
の
魚
介
類
の
安
定
生
産

シ
ス
テ
ム

消
費
者
の
自
律
的
選
択
を
支
援
す
る
食

の
安
全
確
保
シ
ス
テ
ム

医薬品産業
(健康寿命延伸のための総合健康管

理システム）
大
災
害
を
未
然

に
防
ぎ
生
産
・

社
会
活
動
を
支

障
な
く
継
続
で

き
る
都
市
基
盤

の
構
築

経
年
劣
化
お
よ
び
地
震
に
よ
る
人
命
・

経
済
活
動
へ
の
被
害
の
最
小
化
シ
ス
テ

ム

地
震
被
害
の
軽
減
お
よ
び
即

時
復
旧
が
可
能
な
建
造
物

経
年
劣
化
を
検
知
お
よ
び
制

御
で
き
る
建
造
物

交
通
シ
ス
テ
ム

自
動
車

有
意
元
素
の
新

回
収
方
法

高
効
率
エ
ネ
ル

ギ
ー

利
用

環
境
保
全

情報通信産業
（人を中心とした情報通信）

人
と
自
然
な
コ

ミ
ュ
ニ
ケ
ー

シ
ョ
ン
が
で
き

る
情
報
通
信
シ

ス
テ
ム

(

総
デ

ジ
タ
ル
化
社
会

創
造

)

輸送産業
(低炭素・省エネ型輸送、新交通システム)

航
空
機

脱
化
石
燃
料
航
空
機

低
環
境
負
荷
交
通
シ
ス
テ
ム
（
コ
ン
パ

ク
ト
シ
テ
ィ

、
コ
ン
パ
ク
ト
タ
ウ
ン
に

対
応

）

燃
料
電
池
自
動
車

自
動
運
転
モ
ビ
リ
テ
ィ
で
構
成
す
る
交
通
シ
ス
テ

ム

軽
量
カ
ー

大規模・広範囲における自動車間の情報通信処理システム

シ
ー

ム
レ
ス
モ
ビ
リ
テ
ィ
シ

ス
テ
ム
（
公
共
交
通
機
関
と

個
人
移
動
手
段
の
共
存

）

環境産業
(国際貢献を加味した環境負荷低減)

低
濃
度
鉱
石
か
ら
の
有
意
元
素
の
回
収

シ
ス
テ
ム

低
消
費
電
力
社
会
イ
ン
フ
ラ

工
業
製
品
生
産
の
た
め
の
再

資
源
化
・
新
資
源
創
造

C
O
２
固
定
化
貯
留
シ
ス
テ

ム C
O
２
排
出
量
削
減
シ
ス
テ

ム

海
水
か
ら
の
有
意
元
素
の
回
収
シ
ス
テ

ム

資源開発産業
（新工業資源創造）

低
消
費
電
力
民
生
用
電
子
・

電
気
機
器

環
境
破
壊
・
汚
染
物
質
の
排

出
量
削
減
・
浄
化
シ
ス
テ
ム

低
環
境
負
荷
船
舶

ス
ー

パ
ー

エ
コ
航
空
機

高
速
鉄
道

排
熱
利
用
シ
ス
テ
ム

有意元素の埋蔵、採掘、使用、リサイクル、廃棄に関するグローバルな管理システム

希
少
元
素
の
代
替

極
限
環
境
地
域
（
深
海
、
極
寒
、
砂

漠

）
の
工
業
資
源
開
発
シ
ス
テ
ム

化石燃料からの水素製造とCO2回収・隔離
の統合

都市設計と棲み分け・協同化によるシームレスモビリティシステム

実時間大規模情報処理システム

大規模システムの信頼性向上のための自己適応ソフトウェアシステム

電子機器・電気インフラのデマンドレスポン
ス（ＤＲ）やアンシラリーサービス（需給調整）

のための管理システム

国の存続に肝要な産業

時
間
・
空
間
を

超
え
た
疾
病
予

防
・
診
断
・
治

療
シ
ス
テ
ム

時
間
・
空
間
を
超
え
た
診
断
・
治
療
・
リ
ハ
ビ
リ

シ
ス
テ
ム

遠
隔
で
の
健
康
モ
ニ
タ
リ
ン

グ
シ
ス
テ
ム

健
康
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
結
果
か
ら
最
適
な

生
活
ス
タ
イ
ル
を
提
示
す
る
健
康
管
理

シ
ス
テ
ム

最
適
な
植
物
生
育
環
境
を
備
え
た
露
地

栽
培
シ
ス
テ
ム

農・水産業
（持続可能な食料生産）

作
物
の
安
定
生

産
シ
ス
テ
ム

需
要
に
即
応
し
、
多
様
な
作

物
を
安
定
的
に
生
産
で
き
る

植
物
工
場

植
物
工
場
を
構
成
要
素
と
し
た
エ
コ
タ

ウ
ン
シ
ス
テ
ム

・ 産業活動に伴う廃棄物、汚染は
マイナスの外部性を持つ
・ これを除去するための技術開発
はプラスの外部性を持つ
・ このような環境産業はこれから
の日本経済の柱である。

Persistent Organic Pollutants
廃棄物学会シンポジウム

廃棄物学会の研究
テーマ

水資源マネジメント、海洋生物
資源マネジメント、人的資源マ
ネジメントは数多く行われてい
る。ここでこれを謳うべき。

イオ技術利用によるレアメタルの回収・リサイクルの最新動向」講演会：近
のハイテク産業では、レアメタルやレアアースを中心とした、無機金属元素
活用が　必須となってきています。その一方で、これまでにない環境汚染
希少資源の枯渇による　産業の不安定化などが懸念され、自然と共生した
心・安全な持続社会構築が求められ、　環境適合技術によるグローバルで
正な金属元素マネジメントの普及が注目を集めてい　ます。講師（京大、阪

芝浦工大教授）

オープンリサイク
ル：カスケード的に
排熱を利用するリ
サイクル

鈴木先生からいただいた
資料より

CO2固定のために
は必須

CCT(Clean Coal Technology)
オバマ政権も重要視

日本のゴミが中国でリサイクル
されている。リサイクル市場亜が
中国の経済に影響を受ける。

ホロニックエネルギーシンポジウ
ムより

燃料電池利用により設計の自由度
が増す。（エネルギー総合工学研
究所）

鈴木先生からいただいた
資料より

２８日に調査

年流御電池では水素貯
蔵技術が最も重要（瀧本

燃料電池排熱利用により、水素エ
ネルギーの効率が高まる（茅先生
資料）

農業に高温排熱（高エクセル
ギー）を使うのはもったいない

固定化するだけではだめ

エネルギー総合工学研究所指針

「船舶の鋼板の薄肉化が進んでい
る」新日鉄伊藤さん

エネルギー総合工学研究所指針

エネルギー総合工学研究所指針

鉄道総研研究テーマ、２８日再調査

鉄道総研研究テーマ、２８日再調査

鉄道総研研究テーマ、２８日再調査

鉄道総研研究テーマ、２８日再調査

調査の必要性

ディペンダブルなシステム構築
技術

その他の土木建設 その他の土木建設 その他の土木建設 その他の土木建設

環境負荷軽減採掘技術、高効率掘削技

術、地質構造解析

CO2固定化

防水・防ガス・耐落盤などに対

する安全確保技術

電力 電力 電力 電力 電気業（変動あり）

温暖化ガス排出削減技術開発、超伝導

送電技術開発、高効率熱電変換技術、

電気系統連系技術開発

高熱を利用した水素製造技術

電気の超伝導輸送、電気エネ

ルギー貯蔵技術

系統電力の安定性確保、

PHV,EVとの充放電協調制御、

分散型電源、蓄電装置を組み

込んだスマートグリッド、

グリッドフレンドリー家電需給

バランスシステム

電気エネルギー貯蔵技術

系統電力の安定性確保

PHV,EVとの充放電協調制御、

分散型電源、蓄電装置を組み

込んだスマートグリッド、

グリッドフレンドリー家電需給

バランスシステム

高効率エネルギー変換技術の

開発、電気エネルギー貯蔵技

術

高温ガス炉の高温排熱熱化

学反応を利用した水素製造

液体水素冷却による超伝導電

送

系統電力の安定性確保、

PHV,EVとの充放電協調制御、

分散型電源、蓄電装置を組み

込んだスマートグリッド、

グリッドフレンドリー家電需給

バランスシステム

系統電力の安定性確保、

PHV,EVとの充放電協調制御、

分散型電源、蓄電装置を組み

込んだスマートグリッド、

グリッドフレンドリー家電需給

バランスシステム

ガス・熱供給 都市ガス、熱供給業 都市ガス 熱供給業、都市ガス ガス・熱供給業

温暖化ガス排出削減技術開発、水素イン

フラ技術開発

高熱を利用した水素製造技術

高効率水素生成微生物の創

製、水素貯蔵技術の開発

水素貯蔵技術の開発

メタンからの水素分離型改質

法のための触媒、分離膜技

術、メタノールからの水蒸気改

質法のための触媒・分離膜技

術、メタンの酸化反応法のた

めの触媒技術

高温ガス炉の高温排熱熱化

学反応を利用した水素製造

液体水素のボイルオフ現象の

解明と対策

HEMS/BEMS/地域レベル

EMSでの水素、電力、熱エネ

ルギー協働化の指針

水素貯蔵技術の開発 水素貯蔵技術の開発

水道・廃棄物処理 水道、廃棄物処理 廃棄物処理、水道 廃棄物処理、水道

上水道業、工業用水道

業（1999以降）

廃棄物処理業 汚泥からの資源再利用技術

商業 卸売、小売 卸売、小売 小売、卸売

卸売
小売

小売業 卸売業

金融・保険・不動産

金融、保険、不動産仲介及び賃貸、住宅

賃貸料

金融、住宅賃貸料

保険、不動産仲介及び賃貸

住宅賃貸料、不動産仲介及び賃貸、金

融、保険

金融 不動産業（変動あり）

金融業

保険業（2001以降）

住宅賃貸料（帰属家賃） 住宅賃貸料（帰属家賃） 住宅賃貸料（帰属家賃） 住宅賃貸料（帰属家賃）

運輸

鉄道旅客輸送、鉄道貨物輸送、道路旅

客輸送、道路貨物輸送、外洋輸送、沿

海・内水面輸送、港湾運送、航空輸送、

貨物運送取扱、倉庫、こん包、その他の

運輸付帯サービス

道路貨物輸送、その他の運輸付帯サー

ビス、鉄道旅客輸送、道路旅客輸送、航

空輸送

港湾運送、倉庫、こん包

外洋輸送、沿海・内水面輸送、貨物運送

取扱

その他の運輸付帯サービス、道路旅客

輸送、貨物運送取扱、倉庫、港湾運送、

鉄道旅客輸送、道路貨物輸送、こん包、

鉄道貨物輸送

沿海・内水面輸送

航空輸送

外洋輸送

外洋輸送

その他の運輸付帯サービス、航空輸送、

道路貨物輸送

港湾運送

航空運輸業 道路運送業 その他運送業・梱包

鉄道業、水運業（変動

あり）

環境負荷低減化技術

通信・放送

郵便、電気通信、その他の通信サービ

ス、放送

電気通信、郵便、放送

郵便、その他の通信サービス、電気通信

放送

放送業 郵便業 電信・電話業 ネットワークアーキテクチャ

公務 公務（中央）、公務（地方）

公務（地方）

公務（中央）

公務（地方）、公務（中央）

その他の公共サービス

学校教育、社会教育・その他の教育、学

術研究機関、企業内研究開発、医療、保

健、社会保障、介護、その他の公共サー

ビス

医療、学校教育

企業内研究開発、社会保障、介護、その

他の公共サービス、社会教育・その他の

教育、学術研究機関

保健

学校教育、介護、保健、社会保障、学術

研究機関、社会教育・その他の教育、そ

の他の公共サービス、企業内研究開発、

医療

保健衛生（政府）

社会保険・社会福祉

（政府）

保健衛生（民間、非営

利）（変動あり）

医療（民間）、社会保

険・社会福祉（非営利）

医療（非営利）、医療

（政府）、教育（民間・非

営利）

研究機関（民間）

研究機関（政府）（2000

以降）

その他公共サービス

その他（政府）、教育

（政府）

研究機関（非営利）（変

動あり）

難病治療（新型インフルエンザ、2型糖尿

病、アルツハイマー、骨粗鬆症）、疫学的

分析のためのＤＢ完備、エピジェネティッ

クス病理研究

調査・情報サービス 調査・情報サービス 調査・情報サービス 調査・情報サービス 調査・情報サービス

情報サービス業（変動

あり）

大規模情報処理技術、セマンティクス技

術、自然言語処理技術、人間の情報処

理機構の解明、ナレッジマネージメント技

術、ディペンダビリティ評価技術

その他の対事業所サー

ビス

広告、物品賃貸業（除貸自動車業）、貸

自動車業、自動車修理、機械修理、その

他の対事業所サービス

その他の対事業所サービス

物品賃貸業（除貸自動車業）、自動車修

理、広告、機械修理、貸自動車業

貸自動車業、その他の対事業所サービ

ス
自動車修理、物品賃貸業（除貸自動車

業）
機械修理、広告

その他の対事業所サービス

物品賃貸業（除貸自動車業）、公告

出版・新聞業

その他対事業所サービ

ス

業務用物品賃貸業

（2000以降）

広告業（1998以降）

自動車整備・修理業

対個人サービス

娯楽サービス、飲食店、旅館・その他の

宿泊所、その他の対個人サービス

飲食店

その他の対個人サービス、娯楽サービ

ス、旅館・その他の宿泊所

その他の対個人サービス、娯楽サービ

ス、旅館・その他の宿泊所

飲食店

旅館・その他の宿泊所

飲食店

飲食店

洗濯・理容・美容・浴場

業、その他の対個人

サービス

その他の映像・音声・

文字情報制作業（1999

以降）

娯楽業

旅館業

その他 事務用品、分類不明 事務用品

防水・防ガス・耐落盤などに対

する安全確保技術

CO2固定化 低環境負荷交通システム 養殖施設、設備の開発

熱利用のための高効率熱電

変換技術

超伝導送電技術開発

スマートメーターの導入による

管理システム

水素輸送システムの開発、水

素貯蔵技術の開発

水素輸送システムの開発、水

素貯蔵技術の開発

バイオ燃料製造技術

ダイオキシンなど有害物質リ

アルタイム計測技術、焼却炉

における有害物質除去技術

低環境負荷交通システム

大量・定常低速運行をに基づ

くハブ港ネットワーク構築

次世代運航技術＋飛行制御

技術による省エネ化

高速輸送と従来輸送とのシー

ムレス化

ネットワークアーキテクチャ技

術

ディペンダブルアーキテクチャ

目標達成のための戦略的手段の構築能力

の機構および学習メカニズムの解明、間、

空間、分野で広がりのある情報を有機的に

結合する能力の機構および学習メカニズ

ムの解明、環境適応能力の機構および学

習メカニズムの解明、感情抑制機構の解

明、多種多様な人とのコミュニケーション能

力の機構および学習メカニズムの解明、大

量情報からの知識獲得能力の機構および

学習メカニズムの解明

人の危機管理能力の応用技

術開発

ディペンダブルソフトウェア、人

の危機管理能力の応用技術

開発

全世界気象データによる全地

球大気影響最小化飛行経路

生成技術

人の危機管理能力の応用技

術開発

通信機能やほかの機器

の管理機能を持つ高機能

型の電力メーターを含ん

だシステム。電力メーター

を介して機器の稼動状況

などをネットワーク経由で

電力会社が管理する。→

家庭用電気機器の使用

制御

ＭＨＩ技術報告

２８日再調査

イノベーションを誘発する産業技術俯瞰図

産業技術ユニット



アンブレラ産業を創造・育成するための人材創造・獲得能力

1. 科学技術的能力を育成する能力

• 科学技術イノベーションのための研究開発および科学技術・イノベー
ション政策の推進ができる人材を育成する能力を備えた、大学など高
等教育機関を有すること

2. リーダーシップ人材を育成する能力

• リーダーシップ能力
– アンブレラ産業の社会的・経済的価値を理解し、アンブレラ産業を創造し、

リードする能力

• 高等教育を受ける以前からの育成が必要

3. 海外から人材を獲得し活躍の場を創造する能力
• 必要であれば海外から人材を獲得
• 日本人、外国人を問わず、持っている能力を長期にわたって存分に発

揮しやすい、そして発揮したくなる法制度と環境 の整備

産業技術ユニット



従業者数と従業者一人当たりの粗付加価値額（労働生産性）の

経年変化の8パターン（1996-2005）
経済産業研究所JIP 2008データベースに基づき作成（1996-2005)

パターン　Ⅰ パターン　Ⅱ パターン　Ⅲ パターン　Ⅳ

従業者数は変わらず、
生産性は急増

従業者数は増加、
生産性は横ばい

従業者は増加、
生産性も上昇

従業者数は増大、
生産性は下降

医薬品 飲食店 自動車部品・同付属品 医療（民間）

パターン　Ⅴ パターン　Ⅵ パターン　Ⅶ パターン　Ⅷ

従業者数は変わらず、
生産性は激減

従業者数は減少、
生産性は横ばい

従業者数は減少、
生産性も下降

従業者数は減少、
生産性は上昇

無機化学基礎製品 畜産・養蚕業 土木業 電子部品

パ
タ
ー
ン

パ
タ
ー
ン

例

例

2001

属

医療（民間）

1996
2005

無機化学
基礎製品

2005

1997

1996

土木業

1999

2005

1996

電子部品

2000

医薬品

1998

1996 2005

畜産・養蚕業
2005

1996

産業技術ユニット



化学製品
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従業員数と従業員一人当たりの粗付加価値額の推移（1996-2005）

有機化学基礎製
品
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百
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円

）

JIP2008データに基づいて作成

吹きだしは、2006年簡易

延長産業連関表による粗
付加価値額の内訳
雇用：雇用者所得率
余剰：営業余剰率
資本：資本減耗引当率
間接：間接税率
補助：経常補助金率

石油製品、石炭製品
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石油製品

石炭製品

1996

2002
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2000

2005

1996

雇用：30%
余剰：25%

雇用：30%
余剰：30%

雇用：15～35%
余剰：15~25%
資本：25~35%

雇用：30~35%
余剰：20~40%
資本：15~25%

雇用：35%
資本：35%

雇用：30~55%
余剰：10~35%
資本：10~15%

間接：85%

雇用：40%
余剰：20%
資本：20%

産業技術ユニット



プラスチック製品、ゴム製品、窯業・土石製品
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セメント・セメント製品

ガラス・ガラス製品

その他の窯
業・土石製品

プラスチック製品

2000
2002ゴム製品

陶磁器

2001

2002

2002

従業員数と従業員一人当たりの粗付加価値額の推移（1996-2005）

JIP2008データに基づいて作成

吹きだしは、2006年簡易

延長産業連関表による粗
付加価値額の内訳
雇用：雇用者所得率
余剰：営業余剰率
資本：資本減耗引当率
間接：間接税率
補助：経常補助金率

雇用：55%
資本：20%

雇用：30~45%
余剰：20~25%
資本：20~30%

雇用：45～60％
資本：15～25％

雇用：30~55%
余剰：20%
資本：15~30%

産業技術ユニット



従業員数と従業員一人当たりの粗付加価値額の推移（1996-2005）

銑鉄・粗鋼、その他の鉄鋼
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）
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その他の
鉄鋼

1999
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2002

JIP2008データに基づいて作成

吹きだしは、2006年簡易

延長産業連関表による粗
付加価値額の内訳
雇用：雇用者所得率
余剰：営業余剰率
資本：資本減耗引当率
間接：間接税率
補助：経常補助金率

雇用：25%
資本：45%

産業技術ユニット



従業員数と従業員一人当たりの粗付加価値額の推移（1996-2005）

建設・建築用金属、非鉄金属、金属製品
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建設・建築用金属製品 その他の金属製品

非鉄金属加工製品

2002

2004

2002

1999

2000

JIP2008データに基づいて作成

雇用：35%
資本：35%
間接：20%

吹きだしは、2006年簡易

延長産業連関表による粗
付加価値額の内訳
雇用：雇用者所得率
余剰：営業余剰率
資本：資本減耗引当率
間接：間接税率
補助：経常補助金率

雇用：35~45%
資本：25~35%

産業技術ユニット



従業員数と従業員一人当たりの粗付加価値額の推移（1996-2005）

電気機械（ICT関連）(1)
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電気計測器

半導体素子・集積回路

電子部品
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2004

民生用電子・電気機器

事務用・サービ
ス用機器

2002

2004

1999

1999

2002

JIP2008データに基づいて作成

吹きだしは、2006年簡易

延長産業連関表による粗
付加価値額の内訳
雇用：雇用者所得率
余剰：営業余剰率
資本：資本減耗引当率
間接：間接税率
補助：経常補助金率

雇用：応用装
置25%、計測
器75%

雇用：45%
資本：25%

雇用：45%
資本：25%

雇用：40~60%
余剰：15~30%

雇用：事務用60%、ｻｰﾋﾞｽ用20%
余剰：事務用5%、ｻｰﾋﾞｽ用30%
資本：事務用30%、ｻｰﾋﾞｽ用20%

産業技術ユニット



従業員数と従業員一人当たりの粗付加価値額の推移（1996-2005）

電気機械（ICT関連）（2）、重電機器
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JIP2008データに基づいて作成

吹きだしは、2006年簡易

延長産業連関表による粗
付加価値額の内訳
雇用：雇用者所得率
余剰：営業余剰率
資本：資本減耗引当率
間接：間接税率
補助：経常補助金率

雇用：55～60%
資本：15~20%

雇用：40%
資本：20%

雇用：60%
資本：15%

産業技術ユニット



従業員数と従業員一人当たりの粗付加価値額の推移（1996-2005）

輸送機械
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輸送用機械

自動車

2003
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2005

自動車部品・
同付属品

吹きだしは、2006年簡易

延長産業連関表による粗
付加価値額の内訳
雇用：雇用者所得率
余剰：営業余剰率
資本：資本減耗引当率
間接：間接税率
補助：経常補助金率

雇用：40%
余剰：10~20%
資本：20~25%

（修理含む）
雇用：40~75%

雇用：60%
資本：25%

経済産業研究所JIP 2008データベースに基づいて作成
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一般機械、精密機器
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従業員数と従業員一人当たりの粗付加価値額の推移（1996-2005）

JIP2008データに基づいて作成

吹きだしは、2006年簡易

延長産業連関表による粗
付加価値額の内訳
雇用：雇用者所得率
余剰：営業余剰率
資本：資本減耗引当率
間接：間接税率
補助：経常補助金率

雇用：45～50％
資本：20~25%

雇用：45～50％
資本：20~25%

雇用：55~75%
資本：15~25%
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その他の製造工業製品
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従業員数と従業員一人当たりの粗付加価値額の推移（1996-2005）
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JIP2008データに基づいて作成
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飲食店
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所得：60%

雇用：60%

雇用：40%
余剰：40%

吹きだしは、2006年簡易

延長産業連関表による粗
付加価値額の内訳
雇用：雇用者所得率
余剰：営業余剰率
資本：資本減耗引当率
間接：間接税率
補助：経常補助金率

雇用：50%

雇用：55%
余剰：15%
資本：20%

雇用：80%

経済産業研究所JIP 2008データベースに基づいて作成

産業技術ユニット



電力･ガス・熱事業、水道・廃棄物処理
運輸、通信、放送
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JIP2008データに基づいて作成
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所得：55%
余剰：15%
資本：20%

吹きだしは、2006年簡易

延長産業連関表による粗
付加価値額の内訳
雇用：雇用者所得率
余剰：営業余剰率
資本：資本減耗引当率
間接：間接税率
補助：経常補助金率

産業技術ユニット



卸売、小売
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JIP2008データに基づいて作成
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吹きだしは、2006年簡易

延長産業連関表による粗
付加価値額の内訳
雇用：雇用者所得率
余剰：営業余剰率
資本：資本減耗引当率
間接：間接税率
補助：経常補助金率

産業技術ユニット



教育、医療、保健・社会保障、研究機関
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JIP2008データに基づいて作成

社会保険・社会福祉（非営利）および医療（民間）の従
業員数の増加が大きい（前者には老人福祉が入ると
思われる）。しかしこれらの一人当たりの粗付加価値
はわずかに減少している。
教育については、政府は従業員数を減少させつつ一
人当たり粗付加価値を増加させているが、民間・非営
利は逆の傾向である。
医療については、民間、政府および非営利いずれも従
業員数を増加させているが、いずれも一人当たりの粗
付加価値が減少している。
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吹きだしは、2006年簡易

延長産業連関表による粗
付加価値額の内訳
雇用：雇用者所得率
余剰：営業余剰率
資本：資本減耗引当率
間接：間接税率
補助：経常補助金率

産業技術ユニット



従業員数と従業員一人当たりの粗付加価値額の推移（1996-2005）

JIP2008データに基づいて作成

農林水産業、鉱業
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余剰：40~60%
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吹きだしは、2006年簡易

延長産業連関表による粗
付加価値額の内訳
雇用：雇用者所得率
余剰：営業余剰率
資本：資本減耗引当率
間接：間接税率
補助：経常補助金率

産業技術ユニット



従業員数と従業員一人当たりの粗付加価値額の推移（1996-2005）

JIP2008データに基づいて作成

米麦生産業、その他耕種農業
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余剰：55%
資本：30%

吹きだしは、2006年簡易

延長産業連関表による粗
付加価値額の内訳
雇用：雇用者所得率
余剰：営業余剰率
資本：資本減耗引当率
間接：間接税率
補助：経常補助金率

産業技術ユニット



食料品
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飲料、たばこ、飼料・有機質肥料
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従業員数と従業員一人当たりの粗付加価値額の推移（1996-2005）

間接：80%

吹きだしは、2006年簡易

延長産業連関表による粗
付加価値額の内訳
雇用：雇用者所得率
余剰：営業余剰率
資本：資本減耗引当率
間接：間接税率
補助：経常補助金率
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余剰：50%
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余剰：120%
補助：-70%

産業技術ユニット



パルプ・紙・木製品、印刷、皮革
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従業員数と従業員一人当たりの粗付加価値額の推移（1996-2005）

JIP2008データに基づいて作成
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吹きだしは、2006年簡易

延長産業連関表による粗
付加価値額の内訳
雇用：雇用者所得率
余剰：営業余剰率
資本：資本減耗引当率
間接：間接税率
補助：経常補助金率

雇用：30~60%
余剰：20%

雇用：60%

産業技術ユニット
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